
 
第 ６ 期 決 算 公 告 

 

クオール株式会社 

貸 借 対 照 表 

2023年３月31日現在 

(単位：百万円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 14，926 流 動 負 債 26,242 

現 金 及 び 預 金 3,164 買 掛 金 12,687 

売 掛 金 7,198 １年内償還予定の社債 608 

商 品 2,837 １年内返済予定の長期借入金  316 

貯 蔵 品 118 未 払 金 1,019 

前 渡 金 66 未 払 費 用 747 

前 払 費 用 771 未 払 法 人 税 等 1,143 

そ の 他 772 リ ー ス 債 務 13 

貸 倒 引 当 金 △2 預 り 金 8,268 

  賞 与 引 当 金 1,436 

固 定 資 産 20,869 そ の 他 1 

有 形 固 定 資 産 10,730   

建 物 4,583 固 定 負 債 1,072 

構 築 物 160 長 期 借 入 金 247 

車 両 運 搬 具 12 資 産 除 去 債 務 670 

工具、器具及び備品 1,044 リ ー ス 債 務 132 

リ ー ス 資 産 131 そ の 他 21 

土 地 4,568   

建 設 仮 勘 定 229   

無 形 固 定 資 産 4,914 負 債 合 計 27,315 

の れ ん 4,470 純 資 産 の 部 

ソ フ ト ウ エ ア 305 株 主 資 本 8,482 

そ の 他 137 資 本 金 300 

投 資 そ の 他 の 資 産 5,224   

投 資 有 価 証 券 10 資 本 剰 余 金 1,717 

長 期 貸 付 金 9 そ の 他 資 本 剰 余 金 1,717 

長 期 前 払 費 用 37   

繰 延 税 金 資 産 1,173 利 益 剰 余 金 6,464 

差 入 保 証 金 3,106 利 益 準 備 金 75 

そ の 他 897 その他利益剰余金 6,389 

貸 倒 引 当 金 △9 繰 越 利 益 剰 余 金 6,389 

    

繰 延 資 産 1   

社 債 発 行 費 1 純 資 産 合 計 8,482 

資 産 合 計 35,797 負 債 純 資 産 合 計 35,797 



 

 

損 益 計 算 書 

自 2022年 ４月 １日 

至 2023年 ３月 31日 

(単位：百万円） 

科 目 金 額 

売 上 高  107,738 

売 上 原 価  94,939 

売 上 総 利 益  12,799 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  6,592 

営 業 利 益  6,206 

営 業 外 収 益   

受 取 家 賃 353  

受 取 利 息 1  

受 取 配 当 金 0  

受 取 手 数 料 190  

そ の 他 110 655 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 及 び 割 引 料 47  

社 債 利 息 4  

社 債 発 行 費 償 却 3  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 9  

減 価 償 却 費 21  

賃 貸 費 用 56  

売 上 債 権 売 却 損 20  

そ の 他 5 168 

経 常 利 益  6,693 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 
6 

6 

特 別 損 失  

固 定 資 産 売 却 損 3  

固 定 資 産 除 却 損 45  

減 損 損 失 335 384 

税 引 前 当 期 純 利 益  6,315 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,192  

法 人 税 等 調 整 額 110  

当 期 純 利 益  4,013 

 

 

 

 

  



個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項 

 (1) 資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産 

・商品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。 

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま

す。 

 (2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 ア.リース資産以外の有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除

く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び

構築物については、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。 

  建物        ２～47年 

  構築物       ２～45年 

    車両運搬具     ２～６年 

  工具、器具及び備品 ２～25年 

イ.リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法に

よっております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数として、残存価額をゼロとする定額法

を採用しております。 

② 無形固定資産 定額法を採用しております。 

・のれん 個別案件ごとに判断し、その金額の重要性が乏しい場合を除

き、20年以内の合理的な期間で定額法により償却しておりま

す。 

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。 

・リース資産 

（所有権移転外ファイナンス・ 

リース取引に係るリース資産） 

リース期間を耐用年数として、残存価額をゼロとする定額法 

を採用しております。 

 
③ 長期前払費用 定額法を採用しております。 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法  

   社債発行費 社債の償還期間にわたり定額法により償却しております。 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えて、賞与支給見込額の当期負担額

を計上しております。 

 (5) 収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常

の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

・医薬品の販売 医薬品の販売については、医師の発行する処方箋に基づき薬

剤師が調剤した医療用医薬品及び処方箋が不要な一般用

（OTC）医薬品の販売を行っております。商品の販売につい

ては、通常は商品の引渡時点において顧客が当該商品に対す

る支配を獲得することから、履行義務が充足されると判断し

ており、当該商品の引渡時点で収益を認識しております。 

 (6) その他計算書類作成のための重要な事項  

消費税等の会計処理 固定資産に係る控除対象外消費税等は繰延処理し、法人税法

に規定する期間により償却しております。 

 

  



(会計上の見積りに関する注記） 

会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。当年度の計算書類に計
上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌年度の計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおり
です。 

・のれんの減損の兆候に関する判断について 

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額 

当事業年度の計算書類において4,470百万円ののれんが計上されており、この全額が保険薬局事業に関連するものでありま

す。 

(2)会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他情報 

のれんを含む、より大きな単位について減損の兆候に該当する事象がある場合には、より大きな単位で減損損失を認識する

かどうかの判定を行いますが、当社においては営業活動から生ずる損益又はキャッシュ・フローが継続してマイナスとなっ

ているかどうかだけでなく、経営環境の著しい悪化に該当するかどうかの検討も重要となります。 

経営環境の著しい悪化に該当するかどうかの検討は、主として、のれんを含む、より大きな単位ごとに重要な指標である売

上及びその仮定となる構成要素である処方箋枚数について当事業年度における傾向分析及び当事業年度の実績と将来の見積

りの整合性を検討することにより実施されます。 

翌事業年度においては売上の構成要素である処方箋枚数は回復基調が継続するという仮定を用いていますが、当該仮定には

不確実性が伴います。 

翌事業年度において、翌事業年度における売上及びその構成要素である処方箋枚数が当事業年度より下回り、経営環境が著

しく悪化したと判断される場合には、減損の兆候に該当し、減損の認識の要否の判断が必要となります。その結果によって

は、翌事業年度の減損損失の計上額に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 12,377百万円 
  

 (2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。 

短期金銭債権 41百万円 

短期金銭債務 8,344百万円 
  

 

３．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高  

売上高 42百万円 

営業費用 1,420百万円 

営業取引以外の取引高 95百万円 

  
 
４．税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

 賞与関連費用 544百万円 

 減価償却 322百万円 

 減損損失 210百万円 

 資産除去債務 205百万円 

 未払事業税及び事業所税 92百万円 

 資産調整勘定 196百万円 

  一括償却資産 61百万円 

 その他 30百万円 

繰延税金資産小計 1,662百万円 

評価性引当額 △427百万円 

繰延税金資産合計 1,235百万円 

繰延税金負債  

 資産除去債務に対応する除去費用 △59百万円 

 その他 △2百万円 

繰延税金負債合計 △61百万円 

繰延税金資産の純額 1,173百万円 

 

 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の次の項目に含まれております。 

固定資産－繰延税金資産 1,173百万円 

 
 
 

  



５．関連当事者との取引に関する注記 

 (1) 親会社及び主要株主（会社等に限る。）等 
 

種類 会社等の名称 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の 
内容 

又は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

親 会
社 

クオールホール
ディングス㈱ 

5,786 
持 株 会
社 

被所有 
直接100％ 

経営管理 
資金の貸借 

資 金 の 借
入 

8,311 預り金 8,184 

 

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 預り金については、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に係るものであり、取引金額は期中の平均残高を

記載しております。また、金利は市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

 

６．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 1,413,741円 76銭 

(2) １株当たり当期純利益 668,856円 40銭 

 

７．重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

 


